
令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業実施状況・効果検証
（単位：円）

交付金

その他（国・県補
助金、一般財源、
補助対象外経費
等）

1
公共的空間安全・安心確保事
業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、公共施設の感染症対策
を行うことにより、安全・安心な施設利用環境を整備する。
②空調改修及びトイレ改修
③空調改修：勤労福祉施設１施設・歴史民俗資料施設２施設、
空調部品交換：社会教育施設１施設
トイレ改修：勤労福祉施設２施設・屋内運動施設１施設、
水道自動化：社会教育施設１施設

③-Ⅰ-３．感染防止
策の徹底

R4.4.1 R5.3.20 38,045,700 38,045,700
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため
公共施設の感染症対策を行うことにより、施
設利用者の安全・安心な利用が図られた。

2 デジタル環境整備事業

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、新しい生活様式に対応する
ため、庁内オンライン会議環境を整備し、行政のＩＴ化を図る
②オンライン会議用タブレット16台
③市役所

③-Ⅲ-１．科学技術
立国の実現

R4.4.1 R4.9.5 1,221,660 1,221,660
庁内オンライン会議環境が整備され、行政の
ＩＴ化が進むとともに、会議のペーパーレス化
をはじめ環境負荷軽減が図られた。

3 地域交通維持支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている地域交通事業者への
支援を行うことにより、地域交通の維持を図る。
②乗合・貸切バス事業者、タクシー・代行事業者への車両台数に応じた
支援金
③乗合・貸切バス事業者３社、タクシー・代行業者６社

③-Ⅰ-４．事業者へ
の支援

R4.4.1 R5.3.20 17,000,000 17,000,000
地域交通事業者への支援を行うことにより、
地域交通の維持及び経営の安定化が図られ
た。

4 地域商工事業者活性化事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている地域商工事業者の消
費拡大、環境整備を図ることにより、経済の活性化を図る取り組みの支
援を図る。
②プレミアム付き食事券発行経費、プレミアム付き商品券発行経費、
キャッシュレス決済へのポイント還元経費、小規模事業者のキャッシュレ
ス決済用機器導入や通信環境整備経費
③二戸市商工会

③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
R4.4.1 R5.3.29 79,886,789 79,886,789

プレミアム付き商品券・食事券、キャッシュレ
スポイント還元キャンペーンを行ったことによ
り、商工業者の事業回復及び市内経済の消
費喚起を図ることができた。

5
事業維持・
新事業展開等支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者の事業用品の
更新や新しい生活様式に対応した業態転換、感染症対策、地域資源を
活用した事業展開などを行う事業者の費用支援により、事業者の事業
維持を図る。
②事業維持：事業費の4/5（上限10万円）、事業展開：事業費の4/5（上
限50万円）
③市内事業者及び個人事業主　105事業者

③-Ⅰ-４．事業者へ
の支援

R4.4.1 R5.3.30 24,377,000 24,377,000

新しい生活様式に対応した感染症対策、事
業転換などを行う事業者の設備導入費用支
援等を行ったことにより、事業者の負担が軽
減され、事業運営の継続が図られた。

6
地域イベント等開催支援事
業

①新型コロナウイルス感染症に配慮しながら地域で開催する小規模イ
ベントの開催を支援し、地域の活性化を図る
②開催経費等の9/10（上限30万円）を補助
③イベント等の実施主体　37団体

③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
R4.4.1 R5.3.31 9,443,000 9,443,000

新型コロナウイルス感染症に配慮した小規模
イベントの開催を支援することにより、地域の
賑わいや活性化が図られた。

7 地域企業家賃支援給付金事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入減となっている事業者
の家賃や地代を支援
②R4.1月～6月の期間で、減収割合が30％以上の事業者に対し家賃等
の1/2を支援（上限10万円×月）
③市内事業者　55店舗

③-Ⅰ-４．事業者へ
の支援

R4.4.1 R4.9.12 12,348,000 12,348,000

新型コロナウイルス感染症の影響により売り
上げが減少している事業者に家賃等を支援
し、固定費の軽減が図られたことにより、事業
継続が図られた。

8 ＩＣＴ活用促進事業

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、新しい生活様式に対応する
ため、、学習用タブレット端末の家庭での充電環境を整え、学びが継続
できる環境を整備
②学習用タブレット端末の家庭での充電器
③市内小学校８校、中学校３校

③-Ⅲ-１．科学技術
立国の実現

R4.4.1 R4.12.14 4,235,000 4,235,000

新しい生活様式に対応するため、、学習用タ
ブレット端末の家庭での充電環境を整えたこ
とにより、児童・生徒の家庭でのICTを活用し
た学びの環境が確保された。

9
子育て世帯への臨時特別給付
金事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、食費等の物価高騰等に対
応するために行われる生活支援特別給付金対象者の拡充
②令和４年度児童手当支給対象者及び令和４年度中に児童扶養手当を
新たに受給する者（国対象外者）への給付金及び事務費
③子育て世帯
※その他財源は県補助金

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

R4.4.1 R5.3.31 134,100,000 62,880,000 71,220,000
子育て世帯に対し給付を行ったことで、生活
の安定と経済的負担の軽減が図られた。
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10
農畜産物原料高騰対策支援事
業（８月～12月給付分）

①コロナ禍における原油や肥料、飼料等の物価高騰の影響を受けてい
る農畜産業者の生産経費の負担軽減を図る。
②農業生産経費への給付金及び事務費
③市内農畜産業者
※事業内容は№13事業と同一。

④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
R4.8.29 R4.12.21 109,581,000 98,365,000 11,216,000

原油や肥料、飼料等の物価高騰の影響を受
けている農畜産業者に支援したことにより、
生産経費の負担軽減や経営安定が図られ
た。

11 エネルギー支援事業

①コロナ禍において物価高騰等に直面する事業者を支援するため、製
造・宿泊業者の電気料金の一部を支援し、事業者の事業継続支援を図
る。
②製造業、宿泊業者の電気料金増加額に対する給付への一部
③市内製造・宿泊業者　24事業者

④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
R4.8.29 R4.12.22 12,145,000 12,145,000

製造・宿泊業者の電気料金の一部を支援し
たことにより、負担軽減が図られ、事業継続
につながった。

12 学校給食等運営事業

①コロナ禍における学校給食、教育・保育施設の賄材料費の価格高騰
の一部を補てんし、保護者の負担軽減及び給食の質の維持を図る。（※
最終的に学校給食分に交付金を充当していない。）
②教育・保育施設への高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③教育保育施設５施設

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

R4.8.29 R5.3.31 1,578,000 1,578,000
教育・保育施設の賄材料費の価格高騰分の
一部を支援したことにより、保護者の負担軽
減及び給食の質の維持が図られた。

13
農畜産物原料高騰対策支援事
業（１月・２月給付分）

①コロナ禍における原油や肥料、飼料等の物価高騰の影響を受けてい
る農畜産業者の生産経費の負担軽減を図る。
②農業生産経費への給付金及び事務費
③市内農畜産業者
※事業内容は№10事業と同一。

④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
R4.8.29 R5.3.7 29,691,092 20,292,000 9,399,092

原油や肥料、飼料等の物価高騰の影響を受
けている農畜産業者に支援したことにより、
生産経費の負担軽減や経営安定が図られ
た。

14
いわて銀河鉄道運行支援事業
負担金

①コロナ禍における原油や物価高騰及び感染症拡大の影響を受けてい
る地域交通事業者への支援を行うことにより、地域交通の維持を図る。
②鉄道沿線距離に応じた県支援に係る市町村負担
総支援額400,000千円×二戸市負担率5.1％＝20,400千円
③いわて銀河鉄道（岩手県への負担金を通じての交付）

④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
R4.9.5 R4.12.26 20,400,000 6,217,492 14,182,508

地域交通事業者への支援を行うことにより、
地域交通の維持及び経営安定化が図られ
た。

15
エネルギー支援事業物価高騰
支援事業（事業者）

①コロナ禍における原油や物価高騰及び感染症拡大の影響を受けてい
る事業者への支援を行うことにより、事業維持を図る。
②福祉サービス・保育事業者への支援（福祉サービス事業者11,000千
円、保育施設800千円）
③福祉サービス施設82事業者、保育施設５施設

③-Ⅰ-４．事業者へ
の支援

R4.10.31 R5.2.1 9,820,000 9,820,000

原油や物価高騰及び感染症拡大の影響を受
けている事業者への支援を行うことにより、
運営の安定化及びサービスの維持が図られ
た。

16
エネルギー支援事業物価高騰
支援事業（生活者）

①コロナ禍における原油や物価高騰及び感染症拡大の影響を受けてい
る低所得世帯に対し、冬期の暖房費等の負担軽減を図る。
②家庭で冬期間に使用する灯油代金への支援
③高齢者、障がい者、ひとり親世帯で住民税の非課税世帯、生活保護
世帯

③-Ⅰ-５．生活・暮ら
しへの支援

R4.10.31 R5.3.10 12,889,359 8,161,359 4,728,000

原油価格や物価高騰の影響を受けた高齢者
等世帯へ冬期間に使用する灯油代金を支援
したことにより、経済的負担の軽減が図られ
た。

（繰越） （単位：円）

交付金

その他（国・県補
助金、一般財源、
補助対象外経費
等）

1 農業者支援事業
①コロナにより影響を受けている農業者への支援
②土壌改良や転作、感染対策等に要する経費
③市内農業者

③-Ⅰ-４．事業者へ
の支援

R4.2.1 R4.10.26 3,680,300 3,680,300
農業者の生産意欲が高まり、農業経営の安
定化が図られた。

2 生活支援給付金

①コロナ禍で影響を受けている低所得世帯への支援
②所得割非課税世帯等への給付金等
③住民税所得割非課税世帯、家計急変世帯、住民税非課税世帯で、国
の給付金の対象となっていない者

③-Ⅰ-５．生活・暮ら
しへの支援

R4.2.1 R4.11.30 30,878,191 30,878,191
低所得世帯に対し給付を行ったことで、生活
の安定と経済的負担の軽減が図られた。

事業終期
総事業費
（実績）

事業実施による効果№
交付対象事業の名称
（交付申請事業名）

事業の概要
（①事業の目的、②交付金を充当する経費、単価等、③対象者等）

国の経済対策
との関係

事業始期
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